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が国の個別的労使紛争処理を考える場合に示唆的である o 一方，アメリカは. 1990年民事改革法により ADR の取り
組みを積極的に行っているだけでなく，私的仲裁機関である全米仲裁人協会が紛争解決に大きく貢献しており，わが
国にとって示唆的である D さらに，アメリカは，裁判所と ADR との関係をどの様に考えるかについて検討が進んで




































争処理と関わる Corporate Ombudsman や Compliance Officer の研究はこれまでになかったものであり， その意義
は大きしつ。
確かに，筆者の提案する新しい個別的紛争処理システムには，新組織体のあり方等ややわかりにくい点があり，実
現可能性という点でも多少問題があるが，英米両国の紛争処理の現状に関する的確な記述を含め，本論文は博士論文
としての条件を十分に満足しているものと考える(全員一致)。
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